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１日 消費税８％スタート
消費税の税率が17年ぶり５％から８％に引

上げ。増税分は社会保障制度の財源に充当。

１日 ３月県内金融経済概況、３カ月連続判断据置き
日本銀行宮崎事務所は、３月の県内金融経済概

況で「持ち直しの動きに広がり」と判断据置き。

２日 消費税転嫁法違反などで1,199件指導
中小企業庁などは、昨年10月から今年３月28日ま

での間に消費税転嫁法違反などで1,199件を指導。

１日「宮崎－延岡」直行高速バス、運行開始
宮崎交通とＪＲ九州バスは、「宮崎－延岡」直行高速

バス「ひむか」の運行を開始。１日８往復の計16便。

３日 ＪＡ全中、改革プラン発表
全国農業協同組合中央会は、担い手農家を各農協の

理事に積極登用することなどの改革プランを発表。

３日 細島港に１年半ぶり大型観光客船寄港
日向市の細島港に大型観光客船が寄港。中国人乗

客ら約1,900人がバス48台で県内の観光地を訪問。

７日 秋田で国内初のシェールオイル商業生産開始
石油資源開発（東京都）は、秋田県の鮎川油ガス田

で「シェールオイル」の商業生産を開始と発表。

４日 13年度県内倒産、過去最少の42件
帝国データバンクは、2013年度県内企業倒産集計

で倒産件数は対前年度比14件減の42件と発表。

８日 ２月国際収支、５カ月ぶり経常黒字
財務省は、２月の国際収支（速報）で経常収支は

6,127億円の黒字と発表。輸出増加で赤字幅が縮小。

８日 小林市の「食」ＰＲで企業と派遣協定
小林市は、農畜産物のＰＲ強化を目的に東京都

のエー・ピーカンパニーと社員派遣協定を締結。

11日 13年度企業物価指数、1.9％上昇
日本銀行は、2013年度企業物価指数が前年度比

1.9％上昇の102.4と発表。５年ぶりの高水準。

９日 本県８社が東京で最新医療技術をＰＲ
東京都の東京ビッグサイトで「MEDTEC Japan 

2014」が開催。本県から８社が医療機器を売込み。

11日 政府エネルギー基本計画が閣議決定
政府は、原発を「重要なベースロード電源」と

位置付け「エネルギー基本計画」を閣議決定。

14日 シーガイア、五輪ゴルフ強化施設に指定
文部科学省は、宮崎市のフェニックス・シーガイア・

リゾートを2016年五輪ゴルフの強化施設に指定。

11日 造船業13年度受注額、６年ぶり高水準
日本船舶輸出組合は、2013年度輸出船契約実績が

前年度比75.9％増の1,649万１千総トンと発表。

15日 本県スギ丸太生産、23年連続日本一
農林水産省の木材統計によると、2013年の本県ス

ギ丸太生産量は過去最多の156万４千で日本一。

15日 13年の生産年齢人口、８千万人割れ
総務省は、2013年10月１日時点の人口推計で15

～64歳の「生産年齢人口」が7,901万人と発表。

23日 県内高校生新卒内定率が過去最高の99.2％
宮崎労働局は、３月末での新卒高校生就職内定率

が過去最高の99.2％と発表。内定者数は2,709人。

16日 14年春闘、大手企業賃上げ16年ぶり７千円超
日本経済団体連合会は、2014年春闘の第１回賃

金回答集計で賃上げ平均額は7,697円と発表。

23日 宮大が食品分析、加工研究室を開設
宮崎大学は、フードビジネス推進の人材育成に向け、

学内に「フーズサイエンスラボラトリー」を開設。

17日 ４月月例経済報告、基調判断を下方修正
政府は、４月月例経済報告で景気の基調判断を「弱

い動きもみられる」と１年５カ月ぶりに下方修正。

24日 県の「みやざき林業青年アカデミー」が開講
県は、美郷町の林業技術センターで「みやざき林業

青年アカデミー」を開講。林業を担う人材を育成。

21日 13年度貿易収支、13兆7,488億円の赤字
財務省は、2013年度貿易統計（速報）で貿易収支は

13兆7,488億円の赤字と発表。赤字額は過去最大。

24日 串間市でエコツーリズム推進協設立
串間市で、自然環境や歴史文化を観光に生かす目

的で「串間エコツーリズム推進協議会」が設立。

25日 ４月東京都区部消費者物価、2.7％上昇
総務省は、４月の東京都区部消費者物価指数（速

報値）が前年同月比2.7％上昇の101.7と発表。

26日 串間市都井でグラスボート就航
串間市都井の立宇津港に、遊覧グラスボートが

就航。九州最大級のサンゴ群生地の魅力を発信。

25日 14年版中小企業白書、起業希望者減少続く
政府は、2014年版中小企業白書を閣議決定。起業希

望者数は約84万人と1997年の約167万人から半減。

30日 宮銀、インドのインドステイト銀行と業務提携
宮崎銀行は、インド最大手のインドステイト銀行

と業務提携。インドでの取引先ニーズに応える。

経 済日誌


